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議案第２５号 

 

 

さぬき市勤労青少年ホーム条例の廃止について 

 

 

さぬき市勤労青少年ホーム条例を別紙のとおり廃止することについて、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決

を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市勤労青少年ホーム条例を廃止する条例 

 

さぬき市勤労青少年ホーム条例（平成１４年さぬき市条例第１６９号）は、廃止

する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（さぬき市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正） 

２ さぬき市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成

１４年さぬき市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

別表勤労青少年ホーム運営委員会の委員の項を削る。 

（さぬき市照明施設条例の一部改正） 

３ さぬき市照明施設条例（平成１４年さぬき市条例第９９号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条の表志度勤労青少年ホーム（体育館）の項を削る。 

別表志度勤労青少年ホーム（体育館）の項を削る。 
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議案第２６号 

 

 

さぬき市行政不服審査条例の制定について 

 

 

さぬき市行政不服審査条例を別紙のとおり制定することについて、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求め

る。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市行政不服審査条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号。以下「法」とい

う。）その他法令で定める不服申立てに関し必要な事項を定めるものとする。 

（手数料） 

第２条 法第３８条第６項の規定により読み替えて適用する同条第４項（他の法令

において準用する場合を含む。）及び法第８１条第３項の規定により読み替えて

準用する法第７８条第４項の条例で定める手数料の額は、別表のとおりとする。 

（手数料の徴収） 

第３条 手数料は、法第３８条第１項（法第９条第３項で読み替えて適用する場合

及び他の法令において準用する場合を含む。）及び法第８１条第３項の規定にお

いて準用する法第７８条第１項に規定する写し又は書面の交付（次条において「交

付」という。）を受ける際に徴収する。 

（送付による交付） 

第４条 交付を受ける審査請求人又は参加人は、手数料のほか送付に要する費用を

納付して、当該交付に係る書面等の送付を求めることができる。 

（行政不服審査会） 

第５条 法第８１条第２項の規定に基づき、不服申立てに係る事件ごとに、さぬき

市行政不服審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

（組織） 

第６条 審査会は、委員３人をもって組織する。 

（委員） 

第７条 委員は、法律、行政等に関して優れた識見を有する者のうちから、市長が

委嘱する。 

２ 委員の任期は、その委嘱の日から当該委員の委嘱に係る当該事項に関する調査

審議が終了した日までとする。 

３ 市長は、審査会の委員が次の各号のいずれかに該当する場合は、これを解任す

ることができる。 

(1) 心身の故障のため、職務を行うことができないと認めるとき。 

(2) その職に必要な適格性を欠くと認めるとき。 

（委員の守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

（会長） 

第９条 審査会に会長を置き、委員の互選により定める。 
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２ 会長は、審査会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する

委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第１０条 審査会は、会長が招集し、会長がその会議の議長となる。 

２ 審査会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審査会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

４ 審査会の会議は、非公開とする。 

（庶務） 

第１１条 審査会の庶務は、総務部秘書広報課において処理する。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長

が審査会に諮って定める。 

（罰則） 

第１３条 第８条の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲役又は５０

万円以下の罰金に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（最初の会議の招集） 

２ 委員の委嘱後、最初に開催される審査会の会議は、第１０条第１項の規定にか

かわらず、市長が招集する。 

（さぬき市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正） 

３ さぬき市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成

１４年さぬき市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

 別表情報公開・個人情報保護審査会の委員の項の次に次のように加える。 

行政不服審査会の委員 日額 ８，０００円 

別表（第２条関係） 

交付の方法 手数料の額 備考 

１ 対象書面等を複写機に

より用紙の片面又は両面

に白黒又はカラーで複写

したものの交付 

白黒 Ａ３判以内の用紙 

１枚につき１０円 

両面に複写された 

用紙については、 

片面を１枚として 

手数料の額を算定 

Ａ３判を超える用 

紙１枚につき１０ 
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  円にＡ３判の用紙

を用いた場合の枚

数を乗じて得た額 

する。 

カラー Ａ３判以内の用紙

１枚につき５０円 

 

Ａ３判を超える用

紙１枚につき５０

円にＡ３判の用紙

を用いた場合の枚

数を乗じて得た額 

２ 対象電磁的記録に記録

された事項を用紙の片面

又は両面に白黒又はカラ

ーで出力したものの交付 

白黒 Ａ３判以内の用紙

１枚につき１０円 

両面に出力された

用紙については、

片面を１枚として

手数料の額を算定

する。 

Ａ３判を超える用

紙１枚につき１０

円にＡ３判の用紙

を用いた場合の枚

数を乗じて得た額 

カラー Ａ３判以内の用紙

１枚につき５０円 

Ａ３判を超える用

紙１枚につき５０

円にＡ３判の用紙

を用いた場合の枚

数を乗じて得た額 

３ 行政手続等における情

報通信の技術の利用に関

する法律（平成１４年法

律第１５１号）第４条第

１項の規定により同項に

規定する電子情報処理組

織を使用して行う方法に

より対象書面等を複写し

たもの又は対象電磁的記

録を出力したものの交付 

１の項又は２の項に掲げる

交付の方法（用紙の片面に

複写し、又は出力する方法

に限る。）によってすると

したならば、複写され、又

は出力される用紙１枚につ

き１０円 

 

 備考 この表において「対象書面等」とは、法第３８条第１項に規定する書面若

しくは書類又は法第７８条第１項に規定する主張書面若しくは資料をいい、
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「対象電磁的記録」とは、法第３８条第１項又は法第７８条第１項に規定する

電磁的記録をいう。 
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議案第２７号 

 

 

   さぬき市職員の退職管理に関する条例の制定について 

 

 

 さぬき市職員の退職管理に関する条例を別紙のとおり制定することについて、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会

の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市職員の退職管理に関する条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」とい

う。）第３８条の２第８項及び第３８条の６第２項の規定に基づき、職員の退職

管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （再就職者による依頼等の規制） 

第２条 法第３８条の２第１項、第４項及び第５項の規定によるもののほか、再就

職者（同条第１項に規定する再就職者をいう。）のうち、同条第８項の国家行政

組織法（昭和２３年法律第１２０号）第２１条第１項に規定する部長又は課長の

職に相当する職として規則で定めるものに離職した日の５年前の日より前に就

いていた者は、当該職に就いていた時に在職していた執行機関の組織等（法第３

８条の２第１項に規定する地方公共団体の執行機関の組織等をいう。）の役職員

（同項に規定する役職員をいう。）又は同条第８項の役職員に類する者として規

則で定めるものに対し、契約等事務（同条第１項に規定する契約等事務をいう。）

であって離職した日の５年前の日より前の職務（当該職に就いていたときの職務

に限る。）に属するものに関し、離職後２年間、職務上の行為をするように、又

はしないように要求し、又は依頼してはならない。 

 （任命権者への届出） 

第３条 管理又は監督の地位にある職員の職として規則で定めるものに就いている

職員であった者（退職手当通算予定職員（法第３８条の２第３項に規定する退職

手当通算予定職員をいう。）であった者であって引き続いて退職手当通算法人（同

条第２項に規定にする退職手当通算法人をいう。）の地位に就いている者及び公

益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第５

０号）第１０条第２項に規定する退職派遣者を除く。）は、離職後２年間、営利

企業（法第３８条第１項に規定する営利企業をいう。以下同じ。）以外の法人そ

の他の団体の地位に就いた場合（報酬を得る場合に限る。）又は営利企業の地位

に就いた場合は、日々雇い入れられる者となった場合その他規則で定める場合を

除き、規則で定めるところにより、速やかに、離職した職又はこれに相当する職

の任命権者（さぬき市立の学校に勤務する県費負担教職員にあっては、さぬき市

教育委員会）に規則で定める事項を届け出なければならない。 

 （委任） 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

  この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第２８号 

 

 

さぬき市病院事業の剰余金の処分等に関する条例の制定について 

 

 

 さぬき市病院事業の剰余金の処分等に関する条例を別紙のとおり制定することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出  

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市病院事業の剰余金の処分等に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」と

いう。）第３２条第２項及び第３項の規定に基づき、さぬき市病院事業（以下「病

院事業」という。）における利益及び資本剰余金の処分等に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（利益の処分の方法及び積立金の取崩し） 

第２条 病院事業は、毎事業年度利益を生じた場合において前事業年度から繰り越

した欠損金があるときは、その利益をもってその欠損金を埋め、なお残額（以下

この条において「補塡残額」という。）があるときは、次の各号に定める場合に

応じ、当該各号に定める方法により処分することができる。 

(1) 事業年度末日に企業債を有する場合 補塡残額の２０分の１を下らない金額

（企業債の額から既に積み立てた減債積立金の積立額を控除した額が補塡残額

の２０分の１に満たない場合にあっては、その額）を企業債の額に達するまで

減債積立金として積み立てる方法 

(2) 事業年度末日において企業債を有しない場合及び前号の規定により企業債の

額に達するまで減債積立金を積み立てた場合 補塡残額の２０分の１を下らな

い金額（当該事業年度において減債積立金の積立額が企業債の額に達した場合

にあっては、補塡残額の２０分の１から減債積立金として当該事業年度におい

て積み立てた額を控除して得た額を下らない額）を利益積立金又は建設改良積

立金として積み立てる方法 

２ 前項に規定する積立金は、次の各号に掲げる目的のために積み立てるものとし、

当該各号の目的以外に使用することができない。 

(1) 減債積立金 企業債の償還に充てる目的 

(2) 利益積立金 欠損金を埋める目的 

(3) 建設改良積立金 建設改良工事に充てる目的 

３ 前項の規定にかかわらず、あらかじめ、議会の議決を経た場合には、積立金を

その目的以外の使途に使用することができる。 

４ 減債積立金を使用して企業債（建設改良費の財源として借り入れたものに限

る。）を償還した場合及び建設改良積立金を使用して建設又は改良を行った場合

においては、その使用した減債積立金及び建設改良積立金の額に相当する金額を

自己資本金に組み入れるものとする。 

（資本剰余金の積立て） 

第３条 毎事業年度において生じた資本剰余金は、その源泉別に当該内容を示す名

称を付した科目に積み立てなければならない。 
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（欠損の処理） 

第４条 法第３２条の２の規定により前事業年度から繰り越した利益をもって欠損

金を埋め、なお欠損金に残額があるときは、利益積立金をもって埋めるものとす

る。 

２ 前項の規定により利益積立金をもって欠損金を埋めても、なお欠損金に残額が

あるときは、翌事業年度へ繰り越すものとする。ただし、建設改良積立金をもっ

て埋め、なお欠損金に残額があるときは、資本剰余金をもって埋めることができ

る。 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、病院事業の管理者が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２９号 

 

 

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

の制定について 

 

 

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を別紙のとおり制定す

ることについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の

規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

（さぬき市情報公開条例の一部改正） 

第１条 さぬき市情報公開条例（平成１４年さぬき市条例第１１号）の一部を次の

ように改正する。 

第６条第３号中「の地位若しくは」を「又は」に改め、同条第５号中「若しく

は」を「又は」に改める。 

第１５条の次に次の１条を加える。 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除外） 

第１５条の２ 第９条第１項、第１１条若しくは第１２条第２項に規定する決定

（以下「開示決定等」という。）又は開示請求に係る不作為に係る審査請求に

ついては、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項の規定は、

適用しない。 

第１６条を次のように改める。 

（審査会への諮問） 

第１６条 開示決定等又は開示請求に係る不作為について審査請求があったとき

は、当該審査請求に対する裁決をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに該

当する場合を除き、さぬき市情報公開・個人情報保護審査会に諮問しなければ

ならない。 

(1) 審査請求が不適法であり、却下する場合 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る公文書の全部を開

示することとする場合（第９条第５項の規定により第三者が当該公文書の開

示について反対する旨の意見を述べている場合を除く。） 

２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第９条第３項において読み替えて

適用する同法第２９条第２項の弁明書の写しを添えてしなければならない。 

３ 第１項の規定により諮問をした実施機関（以下「諮問庁」という。）は、次

に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 

(1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人

をいう。以下同じ。） 

(2) 請求者（請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

(3) 第９条第５項の規定により当該審査請求に係る公文書の開示について反対

する旨の意見を述べた第三者（当該第三者が審査請求人又は参加人である場

合を除く。） 

第１７条の見出しを「（情報公開・個人情報保護審査会）」に改め、同条第１

項中「前条に規定する実施機関の」を「前条第１項及びさぬき市個人情報保護条

例（平成１７年さぬき市条例第７号）第４１条第１項の規定による」に改め、同
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条第４項中「公文書の開示」の次に「及び個人情報の保護」を加え、同条中第６

項を削り、第７項を第６項とし、第８項を第７項とする。 

第１７条の次に次の５条を加える。 

（審査会の調査権限） 

第１７条の２ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、開示決定

等に係る公文書の提示を求めることができる。この場合において、何人も、審

査会に対し、その提示された公文書の開示を求めることができない。 

２ 諮問庁は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒んで

はならない。 

３ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、開示決定等に係る公

文書に記録されている情報の内容を審査会の指定する方法により分類し、又は

整理した資料を作成し、審査会に提出するよう求めることができる。 

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、審査請求に係る事件に関し、

審査請求人、参加人又は諮問庁（以下「審査請求人等」という。）に意見書又

は資料の提出を求めること、適当と認める者にその知っている事実を陳述させ

又は鑑定を求めることその他必要な調査をすることができる。 

（意見の陳述） 

第１７条の３ 審査会は、審査請求人又は参加人の申立てがあった場合には、当

該申立てをした者（以下この条において「申立人」という。）に口頭で審査請

求に係る事件に関する意見を述べる機会を与えなければならない。ただし、当

該申立人の所在その他の事情により当該意見を述べる機会を与えることが困難

であると認められる場合には、この限りでない。 

２ 前項本文の規定による意見の陳述（以下この条において「口頭意見陳述」と

いう。）は、審査会が期日及び場所を指定し、審査請求人等及び処分庁等（行

政不服審査法第４条第１号に規定する処分庁等をいう。第５項において同じ。）

を招集してさせるものとする。 

３ 口頭意見陳述において、申立人は、審査会の許可を得て、補佐人とともに出

頭することができる。 

４ 口頭意見陳述において、審査会は、申立人のする陳述が事件に関係のない事

項にわたる場合その他相当でない場合には、これを制限することができる。 

５ 口頭意見陳述に際し、申立人は、審査会の許可を得て、審査請求に係る事件

に関し、処分庁等に対して、質問を発することができる。 

（意見書等の提出） 

第１７条の４ 審査請求人等は、審査会に対し、意見書又は資料を提出すること

ができる。ただし、審査会が意見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めた

ときは、その期間内にこれを提出しなければならない。 
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（提出資料の閲覧等） 

第１７条の５ 審査請求人等は、審査会に対し、第１７条の２第３項若しくは第

４項若しくは前条の規定により審査会に提出された意見書若しくは資料の閲覧

（電磁的記録（電子計算機による情報処理の用に供されるものに限る。以下こ

の項において同じ。）にあっては、記録された事項を審査会が定める方法によ

り表示したものの閲覧）又は当該意見書若しくは当該資料の写し若しくは当該

電磁的記録に記録された事項を記載した書面の交付を求めることができる。こ

の場合において、審査会は、第三者の利益を害するおそれがあると認めるとき、

その他正当な理由があるときでなければ、その閲覧又は交付を拒むことができ

ない。 

２ 審査会は、前項の規定による閲覧をさせ、又は同項の規定による交付をしよ

うとするときは、当該閲覧又は交付に係る意見書又は資料を提出した審査請求

人等の意見を聴かなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと認

めるときは、この限りでない。 

３ 審査会は、第１項の規定による閲覧について、日時及び場所を指定すること

ができる。 

４ 第１項の規定による交付を受ける審査請求人又は参加人は、当該写し又は当

該書面の作成及び交付に要する費用を負担しなければならない。 

（答申書の送付等） 

第１７条の６ 審査会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書の写しを審査

請求人及び参加人に送付するとともに、答申の内容を公表するものとする。 

本則に次の１条を加える。 

（罰則） 

第２４条 第１７条第６項の規定に違反して秘密を漏らした者は、１年以下の懲

役又は５０万円以下の罰金に処する。 

（さぬき市個人情報保護条例の一部改正） 

第２条 さぬき市個人情報保護条例（平成１７年さぬき市条例第７号）の一部を次

のように改正する。 

目次中「第６節 不服申立て（第４１条―第４３条）」を「第６節 審査請求

（第４０条の２―第４３条）」に、「第５５条」を「第５４条」に改める。 

第２章中「第６節 不服申立て」を「第６節 審査請求」に改める。 

第２章第６節中第４１条の前に次の１条を加える。 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除外） 

第４０条の２ 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請

求若しくは利用停止請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審

査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項の規定は、適用しない。 
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第４１条各号列記以外の部分中「又は利用停止決定等」を「、利用停止決定等

又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為」に、「行政不服審

査法（昭和３７年法律第１６０号）による不服申立て」を「審査請求」に、「当

該不服申立て」を「当該審査請求」に改め、「又は決定」及び「、遅滞なく」を

削り、同条第１号中「不服申立て」を「審査請求」に、「とき。」を「場合」に

改め、同条第２号から第４号までを次のように改める。 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の全

部を開示することとする場合（当該保有個人情報の開示について反対意見書

が提出されている場合を除く。） 

(3) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の訂

正をすることとする場合 

(4) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の利

用停止をすることとする場合 

第４１条に次の２項を加える。 

２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第９条第３項において読み替えて

適用する同法第２９条第２項の弁明書の写しを添えてしなければならない。 

３ 第１項の規定により諮問をした実施機関（以下「諮問庁」という。）は、次

に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 

(1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人

をいう。以下同じ。） 

(2) 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求者（これらの者が審査請求人又

は参加人である場合を除く。） 

(3) 当該審査請求に係る保有個人情報の開示について反対意見書を提出した第

三者（当該第三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

第４２条第１項中「前条の規定により諮問した実施機関（以下「諮問庁」とい

う。）」を「諮問庁」に、「においては」を「において」に改め、同条第４項中

「不服申立て」を「審査請求」に、「不服申立人」を「審査請求人」に改め、「諮

問庁」の次に「（以下「審査請求人等」という。）」を、「陳述させ」の次に「又

は鑑定を求め」を加える。 

第４２条の次に次の４条を加える。 

（意見の陳述） 

第４２条の２ 審査会は、審査請求人又は参加人の申立てがあった場合には、当

該申立てをした者（以下この条において「申立人」という。）に口頭で審査請

求に係る事件に関する意見を述べる機会を与えなければならない。ただし、当

該申立人の所在その他の事情により当該意見を述べる機会を与えることが困難

であると認められる場合には、この限りでない。 
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２ 前項本文の規定による意見の陳述（以下この条において「口頭意見陳述」と

いう。）は、審査会が期日及び場所を指定し、審査請求人等及び処分庁等（行

政不服審査法第４条第１号に規定する処分庁等をいう。第５項において同じ。）

を招集してさせるものとする。 

３ 口頭意見陳述において、申立人は、審査会の許可を得て、補佐人とともに出

頭することができる。 

４ 口頭意見陳述において、審査会は、申立人のする陳述が事件に関係のない事

項にわたる場合その他相当でない場合には、これを制限することができる。 

５ 口頭意見陳述に際し、申立人は、審査会の許可を得て、審査請求に係る事件

に関し、処分庁等に対して、質問を発することができる。 

（意見書等の提出） 

第４２条の３ 審査請求人等は、審査会に対し、意見書又は資料を提出すること

ができる。ただし、審査会が意見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めた

ときは、その期間内にこれを提出しなければならない。 

（提出資料の閲覧等） 

第４２条の４ 審査請求人等は、審査会に対し、第４２条第３項若しくは第４項

若しくは前条の規定により審査会に提出された意見書若しくは資料の閲覧（電

磁的記録（電子計算機による情報処理の用に供されるものに限る。以下この項

において同じ。）にあっては、記録された事項を審査会が定める方法により表

示したものの閲覧）又は当該意見書若しくは当該資料の写し若しくは当該電磁

的記録に記録された事項を記載した書面の交付を求めることができる。この場

合において、審査会は、第三者の利益を害するおそれがあると認めるとき、そ

の他正当な理由があるときでなければ、その閲覧又は交付を拒むことができな

い。 

２ 審査会は、前項の規定による閲覧をさせ、又は同項の規定による交付をしよ

うとするときは、当該閲覧又は交付に係る意見書又は資料を提出した審査請求

人等の意見を聴かなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと認

めるときは、この限りでない。 

３ 審査会は、第１項の規定による閲覧について、日時及び場所を指定すること

ができる。 

４ 第１項の規定による交付を受ける審査請求人又は参加人は、当該写し又は当

該書面の作成及び交付に要する費用を負担しなければならない。 

（答申書の送付等） 

第４２条の５ 審査会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書の写しを審査

請求人及び参加人に送付するとともに、答申の内容を公表するものとする。 

第４３条の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条各号列記以外
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の部分中「又は決定」を削り、同条第１号中「不服申立て」を「審査請求」に改

め、「又は決定」を削り、同条第２号中「不服申立て」を「審査請求」に改め、

「係る開示決定等」の次に「（開示請求に係る保有個人情報の全部を開示する旨

の決定を除く。）」を加え、「当該開示決定等」を「当該審査請求」に改め、「又

は決定」を削る。 

第５３条を削り、第５４条を第５３条とし、第５５条を第５４条とする。 

（さぬき市固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第３条 さぬき市固定資産評価審査委員会条例（平成１４年さぬき市条例第２６号）

の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「２人」を「３人」に改める。 

第４条第２項第１号中「住所」の次に「又は居所」を加え、同項中第４号を第

５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を

加える。 

(2) 審査の申出に係る処分の内容 

第４条第３項中「住所」の次に「又は居所」を加え、「行政不服審査法（昭和

３７年法律第１６０号）第１３条第１項」を「行政不服審査法施行令（平成２７

年政令第３９１号）第３条第１項」に改め、同条に次の１項を加える。 

６ 審査申出人は、代表者若しくは管理人、総代又は代理人がその資格を失った

ときは、書面でその旨を委員会に届け出なければならない。 

第６条中第３項を第４項とし、第２項ただし書を削り、同項を第３項とし、第

１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政手続等における情報通信の技術の利用に関す

る法律（平成１４年法律第１５１号）第３条第１項の規定により同項に規定す

る電子情報処理組織を使用して弁明がされた場合には、前項の規定に従って弁

明書が提出されたものとみなす。 

第６条に次の１項を加える。 

５ 委員会は、審査申出人から反論書の提出があったときは、これを市長に送付

しなければならない。 

第１１条第１項中「決定書」を「次に掲げる事項を記載し、委員会が記名押印

した決定書」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 主文 

(2) 事案の概要 

(3) 審査申出人及び市長の主張の要旨 

(4) 理由 

（さぬき市税条例の一部改正） 

第４条 さぬき市税条例（平成１４年さぬき市条例第５３号）の一部を次のように
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改正する。 

第１８条の２第１項中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

（さぬき市県営土地改良事業分担金徴収条例の一部改正） 

第５条 さぬき市県営土地改良事業分担金徴収条例（平成１４年さぬき市条例第１

５８号）の一部を次のように改正する。 

第５条を削り、第６条を第５条とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、第１条中さぬき市情

報公開条例第６条第３号及び第５号並びに第１７条第４項の改正規定並びに本則

に１条を加える改正規定、第２条中さぬき市個人情報保護条例第４２条第１項後

段の改正規定及び第５３条を削り、第５４条を第５３条とし、第５５条を第５４

条とする改正規定並びに第３条中さぬき市固定資産評価審査委員会条例第３条第

１項の改正規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 行政庁の処分又は不作為についての不服申立てであって、この条例の施行前に

された行政庁の処分又はこの条例の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に

係るものについては、なお従前の例による。 
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議案第３０号 

 

 

さぬき市議会の議決事件に関する条例の一部改正について 

 

 

 さぬき市議会の議決事件に関する条例の一部を別紙のとおり改正することについ

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、

議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市議会の議決事件に関する条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市議会の議決事件に関する条例（平成１６年さぬき市条例第２９号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第２号を次のように改める。 

(2) 市民憲章の制定、変更又は廃止 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



41 

議案第３１号 

 

 

さぬき市行政手続条例の一部改正について 

 

 

さぬき市行政手続条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を

求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市行政手続条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市行政手続条例（平成１４年さぬき市条例第１０号）の一部を次のように

改正する。 

目次中「第４章 行政指導（第３０条―第３４条） 

第５章 届出（第３５条） 

第６章 雑則（第３６条）      」を 

「第４章 行政指導（第３０条―第３５条） 

第５章 処分等の求め（第３６条） 

第６章 届出（第３７条） 

第７章 雑則（第３８条）      」に改める。 

第２条第５号中「名あて人」を「名宛人」に改める。 

第３条中「第４章」を「第５章」に改め、同条第７号中「名あて人」を「名宛人」

に改め、同条第８号中「かかわる」を「関わる」に改め、同条第１０号中「異議申

立て」を「再調査の請求」に改める。 

第４条中「名あて人」を「名宛人」に改める。 

第１３条第１項各号列記以外の部分中「名あて人」を「名宛人」に改め、同項第

１号イ中「名あて人」を「名宛人」に、「はく奪」を「剥奪」に改め、同条第２項

第５号中「名あて人」を「名宛人」に改める。 

第１４条第１項及び第２項、第１５条第１項及び第３項、第２２条第３項並びに

第２８条中「名あて人」を「名宛人」に改める。 

第３３条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「前２項」に改め、

同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 行政指導に携わる者は、当該行政指導をする際に、市の機関が許認可等をする

権限又は許認可等に基づく処分をする権限を行使し得る旨を示すときは、その相

手方に対して、次に掲げる事項を示さなければならない。 

(1) 当該権限を行使し得る根拠となる法令の条項 

(2) 前号の条項に規定する要件 

(3) 当該権限の行使が前号の要件に適合する理由 

第３６条を第３８条とする。 

第６章を第７章とする。 

第５章中第３５条を第３７条とする。 

第５章を第６章とする。 

第４章中第３４条の次に次の１条及び１章を加える。 

（行政指導の中止等の求め） 

第３５条 法令に違反する行為の是正を求める行政指導（その根拠となる規定が法
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律又は条例に置かれているものに限る。）の相手方は、当該行政指導が当該法律

又は条例に規定する要件に適合していないと思料するときは、当該行政指導をし

た市の機関に対し、その旨を申し出て、当該行政指導の中止その他必要な措置を

とることを求めることができる。ただし、当該行政指導がその相手方について弁

明その他意見陳述のための手続を経てされたものであるときは、この限りでない。 

２ 前項の申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出してしなければならな

い。 

(1) 申出をする者の氏名又は名称及び住所又は居所 

(2) 当該行政指導の内容 

(3) 当該行政指導がその根拠とする法律又は条例の条項 

(4) 前号の条項に規定する要件 

(5) 当該行政指導が前号の要件に適合しないと思料する理由 

(6) その他参考となる事項 

３ 当該市の機関は、第１項の規定による申出があったときは、必要な調査を行い、

当該行政指導が当該法律又は条例に規定する要件に適合しないと認めるときは、

当該行政指導の中止その他必要な措置をとらなければならない。 

第５章 処分等の求め 

第３６条 何人も、法令に違反する事実がある場合において、その是正のためにさ

れるべき処分又は行政指導（その根拠となる規定が法律又は条例に置かれている

ものに限る。）がされていないと思料するときは、当該処分をする権限を有する

行政庁又は当該行政指導をする権限を有する市の機関に対し、その旨を申し出て、

当該処分又は行政指導をすることを求めることができる。 

２ 前項の申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出してしなければならな

い。 

(1) 申出をする者の氏名又は名称及び住所又は居所 

(2) 法令に違反する事実の内容 

(3) 当該処分又は行政指導の内容 

(4) 当該処分又は行政指導の根拠となる法令の条項 

(5) 当該処分又は行政指導がされるべきであると思料する理由 

(6) その他参考となる事項 

３ 当該行政庁又は市の機関は、第１項の規定による申出があったときは、必要な

調査を行い、その結果に基づき必要があると認めるときは、当該処分又は行政指

導をしなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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（さぬき市税条例の一部改正） 

２ さぬき市税条例（平成１４年さぬき市条例第５３号）の一部を次のように改正

する。 

第４条第２項中「第３３条第３項」を「第３３条第４項」に、「第３３条第２項」

を「第３３条第３項」に改める。 
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議案第３２号 

  

  

さぬき市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正について 

  

  

さぬき市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を別紙のとおり改正

することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号

の規定に基づき、議会の議決を求める。 

  

  

平成２８年２月２４日提出 

  

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年さぬき市条例

第１号）の一部を次のように改正する。 

第３条中第８号を第１１号とし、第７号を第１０号とし、同条第６号中「及び勤

務成績の評定」を削り、同号を同条第９号とし、同条中第５号を第７号とし、同号

の次に次の１号を加える。 

(8) 職員の退職管理の状況 

第３条中第４号を第６号とし、第３号を第４号とし、同号の次に次の１号を加え

る。 

(5) 職員の休業に関する状況 

第３条中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 職員の人事評価の状況 

 第５条第１項第２号中「公衆の見やすい場所に掲示し、又は閲覧所を設けて公衆

の閲覧に供」を「さぬき市公告式条例（平成１４年さぬき市条例第３号）第２条第

２項に規定する掲示場に掲示」に改め、同条第２項を削る。 

附 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第３３号 

 

 

さぬき市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正について 

 

 

 さぬき市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部を別紙のとおり改

正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１

号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹
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さぬき市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部を改正する条

例 

 

さぬき市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（平成１４年さぬき市条

例第２８号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

さぬき市職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例 

第１条中「第２８条第３項」の次に「及び第４項」を、「効果」の次に「並びに

職員の失職の例外」を加える。 

第５条を第６条とし、第４条の次に次の１条を加える。 

（失職の例外） 

第５条 任命権者は、公務遂行中の事故又は通勤途上の交通事故により、禁錮以上

の刑に処せられ、その執行を猶予された職員について、情状によりその職を失わ

ないものとすることができる。 

２ 前項の規定によりその職を失わなかった職員が刑の執行猶予を取り消されたと

きは、その職を失う。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第３４号 

 

 

さぬき市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

 

 さぬき市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を別紙のとおり改正するこ

とについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定

に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１４年さぬき市条例第３４

号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改める。 

第１６条第２項中「採用された職員」の次に「（以下「再任用職員」という。）」

を加え、同項に次のただし書を加える。 

ただし、特に任命権者が必要と認める場合は、再任用職員以外の職員に限り、

当該介護を必要とする一の継続する状態についての介護休暇の初日から起算して

６月を経過した日から更に連続する６月の期間内において必要と認められる期間

とすることができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後のさぬき市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（以下

「新条例」という。）第１６条第２項ただし書の規定は、この条例による改正前

のさぬき市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第１６条第２項の規定により介

護休暇を与えられた職員で、この条例の施行の日において当該介護を必要とする

一の継続する状態についての介護休暇の初日から起算して６月を経過した日まで

の間にある者についても適用する。この場合において、新条例第１６条第２項た

だし書中「当該介護を必要とする一の継続する状態についての介護休暇の初日」

とあるのは、「さぬき市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する

条例（平成２８年さぬき市条例第 号）による改正前の第１６条第２項の規定に

より与えられた当該介護を必要とする一の継続する状態についての介護休暇の初

日」とする。 
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議案第３５号 

 

さぬき市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正について 

 

 

さぬき市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

別紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９

６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹
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さぬき市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例 

 

さぬき市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１

４年さぬき市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

別表少年育成センター所長の項及び公民館長の項中「１５０，０００円」を「１

８０，０００円」に改める。 

別表中 

「 

児童館運営委員会の委員 日額 ８，０００円 

」 

を 

「 

児童館運営委員会の委員 日額 ８，０００円 

児童館長 月額 １８０，０００円 

 」 

に改め、同表隣保館長の項中「１５０，０００円」を「１８０，０００円」に改め

る。 

附 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第３６号 

 

 

さぬき市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

 

 さぬき市一般職の職員の給与に関する条例の一部を別紙のとおり改正することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市一般職の職員の給与に関する条例（平成１４年さぬき市条例第４６号）

の一部を次のように改正する。 

第１条中「第２４条第６項」を「第２４条第５項」に改める。 

第４条第３項中「級別職務分類表は、規則で定める」を「分類の基準となるべき

職務の内容は、別表第３に掲げる等級別基準職務表に定めるとおりとし、同表に掲

げる職務とその複雑、困難及び責任の度が同程度のものとして規則で定める職務は、

それぞれの職務の級に分類されるものとする」に改める。 

 第９条の２第１項中「３０万７，０００円」を「３０万７，８００円」に改める。 

 第２６条第３項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第１４条又は

第４５条」を「行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１８条第１項本文」

に改める。 

 別表第２の次に次の１表を加える。 

別表第３（第４条関係） 

１ 行政職給料表 等級別基準職務表 

等級 基準となる職務 

１級 定型的な業務を行う職務 

２級 １ 主任主事又は主任技師の職務 

２ 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

３級 １ 係長の職務 

２ 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

４級 課長補佐の職務 

５級 １ 課長の職務 

２ 困難な業務を処理する課長補佐の職務 

６級 １ 次長の職務 

２ 困難な業務を処理する課長の職務 

７級 １ 部長の職務 

２ 困難な業務を処理する次長の職務 

８級 困難な業務を処理する部長の職務 

２ 医療職給料表 等級別基準職務表 

ア 医療職給料表(1) 等級別基準職務表 

等級 基準となる職務 

１級 医員の職務 

２級 １ 医長の職務 

２ 高度の知識経験に基づき困難な医療業務を行う医員の職務 
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３級 １ 診療所の所長の職務 

２ 主任医長の職務 

３ 困難な業務を処理する医長の職務 

４級 困難な職務を処理する診療所の所長の職務 

イ 医療職給料表(2) 等級別基準職務表 

等級 基準となる職務 

１級 診療放射線技師、理学療法士又は作業療法士の職務 

２級 １ 主任診療放射線技師、主任理学療法士又は主任作業療法士の職務 

２ 高度の知識又は経験を必要とする診療放射線技師、理学療法士又

は作業療法士の職務 

３級 係長の職務 

４級 科長補佐の職務 

５級 科長の職務 

ウ 医療職給料表(3) 等級別基準職務表 

等級 基準となる職務 

１級 准看護師の職務 

２級 １ 看護師の職務 

２ 主任准看護師の職務 

３ 高度の知識又は経験を必要とする准看護師の職務 

３級 １ 主任看護師の職務 

２ 高度の知識又は経験を必要とする主任准看護師の職務 

４級 １ 副看護師長の職務 

２ 上席主任看護師の職務 

５級 看護師長の職務 

   附 則 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第３７号 

 

さぬき市立学校設置条例の一部改正について 

 

 

さぬき市立学校設置条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決

を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市立学校設置条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市立学校設置条例（平成１４年さぬき市条例第７１号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表の１の表さぬき市立前山幼稚園の項を削る。 

別表の２の表さぬき市立前山小学校の項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

（さぬき市行政財産使用料条例の一部改正） 

２ さぬき市行政財産使用料条例（平成１４年さぬき市条例第５７号）の一部を次

のように改正する。 

別表第１前山幼稚園諸室の項、前山小学校体育館の項、前山小学校運動場の項

及び前山小学校諸室の項を削る。 
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議案第３８号 

 

さぬき市武道館等条例及びさぬき市体育館条例の一部改正について 

 

 

さぬき市武道館等条例及びさぬき市体育館条例の一部を別紙のとおり改正するこ

とについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定

に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市武道館等条例及びさぬき市体育館条例の一部を改正する条例 

 

（さぬき市武道館等条例の一部改正） 

第１条 さぬき市武道館等条例（平成１４年さぬき市条例第９０号）の一部を次の

ように改正する。 

題名を次のように改める。 

さぬき市武道館条例 

第１条中「及び柔剣道場」を削り、「武道館等」を「武道館」に改める。 

第２条中「武道館等」を「武道館」に改め、同条の表津田柔剣道場の項を削る。 

第３条中「武道館等」を「武道館」に改め、「（津田柔剣道場においては「場

長」とする。）」を削る。 

第４条第１項中「武道館等」を「武道館」に、「教育委員会」を「館長」に改

め、同条第３項中「教育委員会」を「館長」に、「武道館等」を「武道館」に改

める。 

第６条第１項及び第８条中「武道館等」を「武道館」に改める。 

第７条第１号中「さぬき市立小中学校の児童生徒」を「さぬき市立学校設置条

例（平成１４年条例第７１号）に定める市立学校及びさぬき市保育所条例（平成

１４年条例第１０８号）に定める保育所」に改め、「(保育所及び幼稚園含む。)」

を削る。 

第９条中「教育委員会」を「館長」に改める。 

第１０条中「武道館等」を「武道館」に改める。 

（さぬき市体育館条例の一部改正） 

第２条 さぬき市体育館条例（平成１４年さぬき市条例第９１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条の表を次のように改める。 

名称 位置 

津田体育館 さぬき市津田町津田１３８番地１６ 

津田第２体育館 さぬき市津田町津田１７３番地３ 

津田北山体育館 さぬき市津田町津田３６４５番地５ 

大川体育館 さぬき市大川町富田中２２０７番地２ 

寒川体育館 さぬき市寒川町石田東甲４２５番地 

神前体育館 さぬき市寒川町神前１５７６番地５ 

第４条中「、その他」を「その他」に、「おき」を「置き」に改める。 

第６条第１項中「社会体育施設等使用許可申請書（様式第１号）を館長に提出

し、社会体育施設等使用許可書（様式第２号）の交付」を「館長の許可」に改め、

同条第２項中「教育委員会」を「館長」に改める。 
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第７条中「教育委員会」を「館長」に改める。 

別表第１中「 

津田北山体育館 

寒川体育館 

神前体育館 

大川体育館 

」を 

「 

津田第２体育館 

津田北山体育館 

大川体育館 

寒川体育館 

神前体育館 

」に改める。 

別表第２中「津田体育館、津田北山体育館」を「津田体育館、津田第２体育館、

津田北山体育館」に、「寒川体育館、神前体育館、大川体育館」を「大川体育館、

寒川体育館、神前体育館」に改める。 

様式第１号及び様式第２号を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、改正前のさぬき市体育館条例の規定により

なされた処分、手続その他の行為は、この条例による改正後のさぬき市体育館条

例の相当規定によりなされたものとみなす。 
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議案第３９号 

 

 

さぬき市病院事業の設置等に関する条例の一部改正について 

 

 

さぬき市病院事業の設置等に関する条例を別紙のとおり改正することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議

会の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹
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さぬき市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市病院事業の設置等に関する条例（平成１４年さぬき市条例第１９４号）

の一部を次のように改正する。 

第３条第２項第６号を次のように改める。 

(6) 内分泌・代謝内科 

附 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第４０号 

 

 

香川県広域水道事業体設立準備協議会規約の一部変更について 

 

 

 香川県広域水道事業体設立準備協議会に坂出市及び善通寺市が加入することに伴

い、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の６の規定により、別紙の

とおり規約を変更することについて、同条のその例によることとされた第２５２条

の２の２第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

                      平成２８年２月２４日提出 

 

                      さぬき市長 大 山 茂 樹 
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香川県広域水道事業体設立準備協議会規約の一部を変更する規約 

 

香川県広域水道事業体設立準備協議会規約（平成２７年５月２９日総務省届出）

の一部を次のように変更する。 

第３条中「丸亀市」の次に「、坂出市、善通寺市」を加える。 

第６条第３号中「１３名」を「１５名」に改める。 

附 則 

この規約は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第４１号 

 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画について 

 

 

 辺地に係る公共的施設の総合整備を行うため、別紙のとおり総合整備計画を策定

することについて、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等

に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条第１項の規定により、議会の議決

を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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総 合 整 備 計 画 書 

                             香川県 さぬき市 多和辺地 

（辺地の人口 509 人 面積 13.86k ㎡） 

１ 辺地の概況 

(1) 辺地を構成する町又は字の名称  さぬき市多和 

(2) 地域の中心の位置        さぬき市多和兼割９３番地１ 

(3) 辺地度点数           １８２点 

 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

  阿讃の県境に位置する山間へき地であり、市の中心部から離れているため、公

共的施設の整備が遅れており、これらを総合的に整備することにより地域間格差

を是正し、地域の生活環境の向上及び住民の福祉の増進を図る。 

  林道については、法面が急峻であり、崩落により通行に支障をきたす恐れがあ

るため、安全で快適な通行を確保するために事業を実施する。 

  簡易水道施設について、国道３７７号の拡幅工事に伴い、併設している水道管

路の布設替工事が必要であるため事業を実施する。 

 

３ 公共的施設の整備計画 

平成２８年度から平成３０年度まで ３年間 

     （単位 千円） 

        区  分 

      事 業 

施設名      主体名 

事業費 

財源内訳 一般財源のう

ち辺地対策事

業債の予定額 
特定財源 一般財源 

 

林道矢筈太郎兵衛

線改良事業 

 

さぬき市 20,000 13,000 7,000 7,000 

 

簡易水道管路布設

替事業 

 

さぬき市 60,000 27,000 33,000 14,800 

合   計 80,000 40,000 40,000 21,800 
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議案第４２号 

 

 

字の区域の変更について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定に基づき、字の

区域を別紙のとおり変更したいので、議会の議決を求める。 

 

 

平成２８年２月２４日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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字 界 変 更 調 書 

 

 

１．さぬき市大川町富田西字平尾に編入する区域 

(大字) 字 地      番 凡例番号 

富田西 上筒野 

２２６７の１の一部、２２７２の６の一部 

① 

３８３㎡ 
及びこれらの区域に隣接する道路、水路である

市有地の一部並びに２２６７の１０に隣接す

る水路の全部、字平尾１６８３、１６８７の２

に隣接する道路である市有地の一部 

「上記地番は、平成２８年１月２７日現在の登記簿による。」 

 


